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１．新しい総合事業の概要について 
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（１）新しい総合事業が施行された背景 

 

生産年齢（15～64 歳）人口の減少と後期高齢者（75 歳以上）人口の増加       高齢者の生活の支え手の不足  

 

（２）新しい総合事業の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ 現 行 ＞ ＜ 見直し後 ＞ 

介護給付（要介護１～５） 

介護予防給付 

（要支援１・２） 
訪問介護・通所介護 

介護予防事業 

○二次予防事業 

・二次予防対象者把握事業 等 

○一次予防事業 

 （主として活動的な状態にある高齢者） 

・介護予防普及啓発事業 等 

地
域
支
援
事
業 

介護給付（要介護１～５） 

介護予防給付（要支援１・２） 

 ○介護予防・生活支援サービス事業 

（要支援１・２，基本チェックリスト該当者） 

  ・訪問型サービス 

  ・通所型サービス 

  ・生活支援サービス（配食等） 

  ・介護予防支援事業（ケアマネジメント） 

 ○一般介護予防事業 

 （ ） 

地
域
支
援
事
業 

【財源構成】   国 25％   都道府県 12.5％   市町村 12.5％   第１号保険料 22％   第２号保険料 28％ 

現行どおり 

現行どおり 

事業へ移行 

統合 
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（３）新しい総合事業の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※上記はサービスの典型例を示したものであり，市町村はこれらの例を踏まえて，地域の実情に応じたサービス内容を検討する。 

新しい 

総合事業 

介護予防・生活 

支援サービス事業 

訪問型サービス 

(第 1 号訪問事業) 

②訪問型サービス A(緩和した基準によるサービス) 

①訪問介護 

･現行の訪問 

介護相当 

･多様な 

 サービス 

③訪問型サービス B(住民主体による支援) 

④訪問型サービス C(短期集中予防サービス) 

⑤訪問型サービス D(移動支援) 

通所型サービス 

(第 1 号通所事業) 

･現行の通所 

介護相当 
①通所介護 

②通所型サービス A(緩和した基準によるサービス) 

③通所型サービス B(住民主体による支援) 

④通所型サービス C(短期集中予防サービス) 

･多様な 

 サービス 

介護予防ケアマネジメント 

(第 1 号介護予防支援事業) 

(従来の要支援者) 

･要支援認定を受け 

た者(要支援者) 

･基本チェックリス 

ト該当者(介護予 

防･生活支援サー 

ビス対象事業者) 

①栄養改善を目的とした配食 

②住民ボランティア等が行う見守り 

③訪問型サービス，通所型サービスに準じる自立支援

に資する生活支援(訪問型サービス･通所型サービス

の一体的提供等) 

その他の生活支援サービス 

(第 1 号生活支援事業) 

一般介護予防事業 

①介護予防把握事業 

②介護予防普及啓発事業 

③地域介護予防活動支援事業 

④一般介護予防事業評価事業 

⑤地域リハビリテーション活動支援事業 

･第 1 号被保険者の全ての者 

･その支援のための活動に 

 関わる者 
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（４）基本チェックリストの様式 
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（５）新しい総合事業のサービスの流れ 

 

 
 

 

 

 

 

        

 

 

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

居宅(施設)サービス 

計画の作成 

介護予防サービス 

計画の作成 

○介護予防サービス 

・訪問看護 

・福祉用具貸与 等 

○地域密着型 

 介護予防サービス 

○居宅サービス 

・訪問介護，通所介護 

・訪問看護 等 

○地域密着型サービス 

○施設サービス 

○一般介護予防事業 

（すべての高齢者が利用可能） 

○介護予防・生活支援サービス事業 

・訪問型サービス 

・通所型サービス 

・生活支援サービス 

・介護予防ケアマネジメント 

要介護 

１～５ 

非該当 

 

要支援 

１・２ 
③事業対象者 

①市窓口または地域包括支援センターに相談（リーフレット等を用いてわかりやすく説明） 

相談者 

②基本チェックリストの実施（結果により必要に応じて認定申請を案内） 

要介護・要支援認定申請 

非該当 

要介護・要支援認定 

該当 

④介護予防ケアマネジメントの実施 

（地域包括支援センターが実施） 

⑤新しい総合事業 介護予防給付 介護給付 

青色部分と太い矢印が新しい流れ。なお，第２号

被保険者が総合事業のサービスを利用する場合，

要支援認定申請が必要となる。 


